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学校いじめ防止基本方針
岩手県立花巻農業高等学校

Ⅰ いじめの防止に関する基本的な考え方

１ 基本理念

いじめは、いじめられた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、心身の健全な成

長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険

を生じさせるおそれがある。

(1) いじめはすべての生徒に起こりうるものであることを踏まえて、安心・安全な

学校生活を取り組むことができるよう、いじめの未然防止を図るとともに、いち

早く生徒の変化に気づくための感性をもち、早期発見できる生徒指導体制の充実

を図り、迅速かつ適切に対処する。

(2) いじめは生徒の尊厳を害するとともに犯罪その他重大な人権侵害となり得る行

為を含むものであり、決しておこなってはならないものであることを全校生徒が

認識し、いじめを行わず、また、他の生徒に対して行われるいじめを認識しなが

ら放置することがないよう、人権尊重の教育の充実を図り規範意識を養う。

(3) いじめに関する事案への対処においては、「絶対にいじめを許さない」強い姿

勢で行うとともに、家庭や地域、関係機関との協力関係を築きあげ、生徒が多く

の人々と関わり、多くの目で見守られるよう学校の取り組みや生徒の様子を積極

的に発信するように努める。

２ いじめの定義

「いじめ」とは、生徒が、同じ学校に在籍しているなど何らかの関わりがある他の生

徒に対して行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行わ

れるものを含む）であって、当該行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じている

ものをいう。

３ いじめの禁止

本校生徒は、いじめを行ってはいけない。また、他の生徒に対して行われるいじめ

を認識しながら放置してはいけない。

４ 学校及び職員の責務

いじめが行われず、全校生徒が安心・安全な学校生活に取り組むことができるよう

に、保護者、地域住民他関係者との連携を図りながら、学校全体でいじめの未然防止

と早期発見に取り組むとともに、いじめが疑われる場合には、適切かつ迅速にこれに

対処し、再発防止に努める。

Ⅱ いじめの未然防止のための取り組み

１ 学校におけるいじめの未然防止

(1) 教員はすべての授業において「わかる授業」を実践し、生徒一人ひとりの基礎

・基本の定着を図り、達成感・成就感を持たせる学習指導に努める。

(2) いじめは絶対にあってはならない、許されないという環境づくりに努め、いじ

め防止の重要性に関する理解を深めるための啓発その他必要な措置として、いじ

め防止のためのＬＨＲ、学年・全校ガイダンス等を実施する。

(3) 自己有用感や肯定感を育むため、生徒一人ひとりが活躍し、認められる場のあ

る学校生活を保障する。

(4) いじめにつながる些細なことも見逃さず、生徒を見守ることができるように

校務の効率化を図り、生徒とかかわることのできる時間づくりに努める。

(5) 生徒が自主的に行ういじめ防止に関する生徒活動を支援する。
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(6) 学校行事や地域交流、ボランティア活動等をとおして保護者他関係者との連携

を深め、地域による生徒を見守る体制づくりに努める。

(7) 全職員がいじめの様態や特質性等について校内研修、職員会議をとおして共通

理解を図り、組織的対応がとれるように努める。

２ いじめ防止の対策のための校内組織

(1) 名称

「いじめ防止対策委員会」

(2) 構成員

校長、副校長、生徒指導主事、保健主事、教育相談担当、養護教諭、

該当学年主任、担任、必要に応じて外部専門家（スクールカウンセラー等）

その他校長が指名する教諭（部顧問、教科担）

(3) 組織の役割

ア 学校基本方針に基づく取組の実施や指導計画の作成・実行・評価・修正

イ いじめの相談・通報の窓口

ウ いじめの疑いに関する情報の収集と記録、共有

エ いじめの疑いに係わる情報があった時の組織的な対応のための連絡・調整

(ｱ) 緊急会議の開催

(ｲ) 関係生徒への事実関係の聴取

(ｳ) 指導や支援の体制・対応方針の決定、保護者との連携

オ いじめ防止等に関する研修会の企画立案

(4) 委員長（校長）が招集し、随時開催する。

Ⅲ いじめの早期発見のための取り組み

１ いじめ調査等

いじめを早期発見するため、生徒及び保護者に対する定期的ないじめアンケート調

査・聴き取り調査を実施する。

(1) 生徒対象いじめアンケート調査 年４回（6月 9月 12月 3月）
(2) 懇談時の学級担任による生徒からの聴き取り調査 年４回（6月 9月 12月 3月）
(3) 保護者対象の聞き取り 年２回（三者面談時 7月 12月）
(4) 保護者対象アンケート 年１回（学校評価アンケート）

２ いじめ相談体制

生徒及び保護者がいじめに係る相談を行える機関・窓口を設置し活用する。

(1) 教育相談室への直接相談

(2) スクールカウンセラーの活用

３ いじめの防止のための対策に従事する人材資質の向上

いじめの防止のための対策に関する研修会を実施し、いじめの防止に関する教職員

の資質向上を図る。

Ⅳ いじめ問題に対する早期対応

１ いじめの早期解決のための取り組み

(1) いじめ発見・通報を受けたとき

ア いじめの疑いがある場合、些細なことであっても早期に調査を行う。遊びや悪

ふざけなど、いじめと疑われる行為を発見した場合その場でその行為を止めさせ

る。生徒や保護者から「いじめではないか」との相談や訴えがあった場合には真

摯に話を聴く。その際、いじめられた生徒やいじめを知らせてきた生徒の安全を

確保する。
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イ 教職員は一人で対応したり、抱え込んだりせず、速やかに学年主任や生徒指導

主事、管理職に報告する。その後は「いじめ防止対策委員会」を中心として、速

やかに関係生徒から事情を聴き取り、いじめの事実の有無の確認を行う。事実確

認の結果、いじめが認知された場合、被害・加害の保護者へ連絡し、家庭訪問等

により直接会って事実を伝える。

ウ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものと認められるときは、いじめら

れている生徒を守り通すという観点から対応方針を検討する。なお、生徒の生命、

身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは、直ちに所轄警察署に通

報し、適切な対策を求める。

(2) いじめられた生徒又は保護者への支援

いじめた生徒の別室指導や出席停止などにより、いじめられた生徒が落ち着いて

教育を受けられる環境を確保し、いじめられた生徒とその保護者の心のケアに努める。

(3) いじめた生徒への指導又はその保護者への助言

ア 速やかにいじめを止めさせた上で、いじめたとされる生徒からも事実関係の聴

取を行う。

イ 事実関係を聴取した後は、迅速にいじめた生徒の保護者に事実を伝え、これか

らの対応への協力を求めるとともに、継続的な助言を行う。

ウ いじめた生徒への指導にあたっては、いじめは人格を傷つけ、生命、身体又は

財産を脅かす行為であることを理解させ、自らの行為の責任を自覚させる。

エ いじめた生徒が抱える問題など、いじめの背景にも目を向け、再発防止を目的

とした特別指導により健全な人格の発達指導を継続的に行う。

オ いじめた生徒の保護者と連絡を定期的に取りあう。

(4) いじめが起きた集団への働きかけ

ア いじめを見ていたり、幇助していたりした生徒に対しても、自分の問題として

捉えさせる。

イ いじめに関わった生徒に対しては、正確に事実を確認するとともに、いじめを

受けた者の立場になって、そのつらさや悔しさについて考えさせ、相手の心の悩

みへの共感性を育てることを通じて、行動の変容につなげる。

ウ 同調したりはやし立てたり、見て見ぬふりをしていた生徒に対しても、そうし

た行為がいじめを受けている生徒にとっては、いじめによる苦痛だけでなく、孤

独感・孤立感を強めることになることを理解させるようにする。

エ 生徒は、いつ自分が被害を受けるかもしれないという不安を持っていることが

考えられることから、すべての教職員が「いじめは絶対に許さない」「いじめを見

聞きしたら、必ず先生に知らせることがいじめをなくすことにつながる」という

ことを生徒に徹底して伝える。

２ インターネット等を通じて行われるいじめに対する対策

(1) ネット上の不適切な書き込み等があった場合

学校として問題の箇所を確認し、その箇所を印刷・保存する。「いじめ対策委員

会」において対応を協議し、関係生徒からの聞き取り等の調査、生徒が被害にあ

った場合のケア等必要な措置を講ずる。

(2) 書き込みへの対応

問題箇所の確認、印刷・保存の後、迅速な削除要請をする。被害にあった生徒の

意向を尊重するとともに、当該生徒・保護者の精神的ケアに努める。
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(3) 情報モラル教育

教科「情報」において、「情報の受け手」として必要な基本的技能の学習や「情

報の発信者」として必要な知識を身につけさせ能力の向上に努める。

Ⅴ 重大事態への対応

１ 重大事態とは

(1) いじめにより生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認

めるとき。

ア 生徒が自殺を企図した場合

イ 身体に重大な傷害を負った場合

ウ 金品等に重大な被害を被った場合

エ 精神性の疾患を発症した場合

(2) いじめにより生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い

があると認めるとき。

２ 重大事態の報告

(1) 重大事態が発生した場合は、学校長が岩手県教育委員会に迅速に報告する。

(2) 生徒からいじめられて重大事態に至ったという申し立てがあった場合、重大事

態が発生したものとして対処する。

３ 重大事態の調査

(1) 重大事態が発生した場合は関連機関と協議の上、当該事案に対処する組織を「い

じめ防止対策委員会」を中心として設置し、事実関係を明確にするための調査を

実施する。

(2) 調査には事案の性質に応じて、スクールカウンセラー、医師、弁護士等の専門

家及び調査の公平性・中立性を確保するための第三者の参加を図る。

(3) 調査結果については、いじめ被害者及び加害者とその保護者に対し、事実関係

その他の必要な情報を適切に提供する。

(4) 関係者の意向に配慮したうえで、説明会を開き全校生徒、保護者に事実関係を

説明する機会を設けるとともに、解決及び再発防止についての協力を要請する。

(5) 学校全体として再発防止に取り組む

(6) 重大事態への調査が岩手県教育委員会の主体となる場合、その指示のもと、資

料の提出など、調査に協力する。

Ⅵ その他留意点

いじめ対策委員会は、いじめの実態把握及びいじめに対する措置等が適切に行われた

かを適正に自校で評価し、必要に応じて基本方針の見直しを行う。

平成２６年１０月１日策定


